
おわりに

本章では、第11次５カ年長期計画期の中国における環境政策を展望するに

あたり、まず、第10次５カ年計画期における環境汚染問題に対する政策実施

状況を検証した。総じて、1990年代には減少傾向にあった三廃（廃水、廃ガス、

固形廃棄物）の排出量は、一部の指標を除いて、2000年代に横ばいもしくは増

加の傾向にあることが明らかとなった。また、主要都市においておおむね粒子

状物質の削減効果は見られるものの、二酸化硫黄および酸性雨に関する規制地

域内の都市では二酸化硫黄濃度の基準達成に苦戦しており、また同規制地域に

おける二酸化硫黄排出量に関する計画指標の達成が危ぶまれる。さらに、重点

水域では、水質改善がなかなか進まないこと、とりわけ最重点水域となってい

る淮河流域では、資金調達の不足や企業による汚染物質の違法排出行為が絶え

ないことなどから、９・５計画に続き10・５計画においても総量規制計画の

達成が困難な状況である。また、最近の環境汚染事故および被害の状況から、

環境汚染問題がきわめて深刻な社会的影響を及ぼすに至っていることがわか

る。事故の防止とともに、環境汚染被害の実態調査とそれに基づく救済策を緊

急に行うことが必要である。

また、11・５長期計画期に向けた環境政策に関する方針として新たに国務

院の決定が発布されており、その内容の具体化と着実な実行が求められている。

さらに、流域管理、生態環境保全、循環経済システムの構築といった最近の政

策課題はいずれも環境行政部門だけではもはや対応が困難なものばかりであ

る。今後の環境政策の展開にあたっては、環境行政部門のみならず、他の行政

部門や幅広い利害関係者（ステークホルダー）との協力を基礎とした総合的な

政策の展開が不可欠であるが、それを可能とする有効なメカニズムは未だ構築

途上である。
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